
平成 30 年度 第３回岸和田市補助金、負担金等適正化委員会 

 

 平成 30 年１月 29 日(火) 

 本館４階第一委員会室 

１３時３０分～ 

 

次  第 

 

１．開会 

 

 

２．補助金等の現状分析について（資料１・資料２） 

 

 

３．補助金等のあり方・方向性に関する提言書（案）について（資料３） 

 

 

４．次回の委員会開催について 

 

 



    

現状分析現状分析現状分析現状分析分類分類分類分類    

（１）公益性・公平性が高い補助となっていない。    

ア：団体補助となっており、補助金の交付基準が不明確、補助する活動が不明確、団体の

活動の活性化につながっていない、活動に対する補助でないため、団体の自立が阻害

されている。【(1)アイウ(2)イ】 

（２）補助手法の見直しの余地があり、補助効果の最大化が図られていない。 

ア：補助の目的、補助により達成しようとする目的が不明確である。【(2)ア】 

イ：長期間に渡り、同内容で補助金が交付されているため、社会情勢の変化により、所期

の目的にも変化があり、効果が薄れている。【(2)ウ】 

ウ：活動の変更により、より大きな効果が期待できる。【新】 

エ：類似の補助金又は市の施策が存在し、整理が必要である。【新】 

（３）国や府、民間活力、団体自身の能力などと、市の関与のバランスが適当でない。 

ア：従前から民間の参入が積極的であり、公の関与割合が減っている。もしくは無くなっ

ている。【新】 

イ：会費収入や余剰金などの自主財源で活動が可能であり、補助の必要性は低い。もしく

は必要性がない。【(4)】基準は以下のとおり 

★補助対象団体の収支に、３カ年連続して、補助額の３倍以上の繰越や他会計（特別

会計など）への支出が発生している。 

★補助対象団体が、補助額の５倍以上の内部留保を有している。 

      ウ：会費収入、余剰金、イベントの参加料又は出店料等の収入により活動の財源を生み出

す余地があり、補助額が適当でない。【(4)】 

エ：国や府など、市以外の団体からの補助があり、市が上乗せして補助する必要性が低い。

ただし、法律などで、市が合わせて補助する旨が規定されている場合を除く。【新】 

（４）公金の使途として適当でない経費に充てられている。 

ア：交付された補助金が、公金の使途として不適当な経費や団体等の運営に係る一般管理

経費に充当されている。【新】基準は以下のとおり  

★団体維持に係る経費（事務所職員人件費、主たる事務所の賃料及び光熱水費など） 

★交際費     ★慶弔費     ★飲食費・懇親会費    ★積立金  

★視察研修費・研究費（事業・活動に直接的な効果を及ぼすと認められるものを除く。

ただし、直接的な効果が認められる場合であっても、視察中の飲食費等は除く。） 

★他団体への会費、負担金及び補助金等（活動実施に直接的に関連するものを除く。）  

★過度な贈答品・記念品 

★その他社会通念上公金で賄うことが相応しくないもの 

（５）透明性が確保されていない。 

ア：被補助団体が、別の団体に再補助している。【(3)】 

イ：実績報告書や添付資料から活動内容や使途が確認できない。【新】 

資料１ 



補助স現状分析とりऽとी

NO. 補助স匷（補助団体匷）
(1)

ア：

40

①

②

補助要綱上、団体の育成や運営等に対する補助と規定されているが、実際は事業に対する
補助となっている補助সが多数をಚीる。
福祉関係団体等、公益上特に市が支援する必要があると考えられる団体に対する団体補助
সがある。

119

26

社会卝育関係団体運営補助সٹ
（岸和田市ஒ厮ফ指導員協議会）（①）
岸和田市社会福祉事業団体運営助成সٹ
（岸和田市原爆被害者の会）（②）

(2)
ア： ① 補助目的と補助事業ྼは補助団体等にତ合性がない補助সがある。

8
事業補助সش岸和田市消費者厤පॹٹ
（岸和田商店街連合会・岸和田市食厄厍小売業協৊
組合）（①）

イ：

ウ： ① 事業・活動に直接的に効果を及ぼしているか検証が必要な経費（視察研修費）に充当され
ている補助সがある。 67

68

岸和田市商卋業振興事業補助সٹ
（岸和田商店経営研究会）（①）
（岸和田商店街連合会）（①）

エ： ①
②

交厏対଴者や交厏対଴事業が匤ളしている補助সがある。
交厏対଴事業の内卣が市の厇北と類似している補助সがある。 67

68

70

19

岸和田市商卋業振興事業補助সٹ
（岸和田商店経営研究会）（①）
（岸和田商店街連合会）（①）
岸和田市商店街活性化地ୠ交及യ勺事業補助সٹ
（市内商店街・小売商業団体等）（①）
岸和田市ഠযॡছঈ連合会事業費助成সٹ
（岸和田市ഠযॡছঈ連合会）（②）

(3)
ア： ① 補助対଴事業と৊஘のড়৑事業及ल卖୹१شঅ५がோ厪しており、公の関ଖ厎合が匬って

いる、଄しくは無くなっている補助সがある。 9
勘用厍交ఌ事業助成সٹ
（岸和田市消費生活研究会）（①）

イ： ① 会費厓ো等により補助স以外の厓োが確保されており、補助団体の೷௭や他会計等への支
出が補助額のگ೅以上あるとともに、जの೷௭額が匲匎傾向にある団体に対する補助সが
ある。

27
岸和田市社会福祉事業団体運営助成সٹ
（特定శ営匏活動১য岸和田市௏ഠ大৾）（①）

ウ： ① 現状、イঋথॺへの厴匎厄ྼは出厍厄をとっていないが、事業内卣や厴匎者の匃益を౷ऽ
えると、一定の଀叕を卍ीるसऌと卩ॎれる補助সがある。 9

勘用厍交ఌ事業助成সٹ
（岸和田市消費生活研究会）（①）

エ： ① 国が設計した報酬体系や財源措置により運営することが基本であると考えられる事業（社
会福祉事業）に対して交厏されている補助সがある。 29

岸和田市ড়৑福祉厇設運営費補助সٹ
（社会福祉১য୲৪田ํഠୱऺか）（①）

(4)
ア：

18

①

②

③

使途の一部が他団体の会費となっているが、補助事業に直接的に関連し、効果を最大化す
るたीに必要と卉ीられる補助সがある。
会議の開催場所が飲食店等になっており、これに要した費用を会議費として計上している
補助সがある。
団体運営に要するয卅費、୐厯স஋য়সに充当されている補助সがある。

1

102

11

岸和田ষ৆ৼ୥卑員協議会助成সٹ
（岸和田市ষ৆ৼ୥卑員協議会）（①）
岸和田市交通指導員会補助সٹ
（岸和田市交通指導員会）（②）
岸和田防犯協議会補助সٹ
（岸和田防犯協議会）（③）

(5)
ア： ①

②

補助団体が別の団体に再補助している（再補助匪が他の補助সの補助団体である場合もあ
る）。
補助団体が、町会等多数の類似した団体に再補助している。

94

23

93

岸和田市国際親善協会補助সٹ
（岸和田市国際親善協会）（①）
岸和田市社会福祉事業団体運営助成সٹ
（岸和田地区保護司会）（①）
岸和田地区ມ保ோ会助成সٹ
（岸和田地区ມ保ோ会）（②）

イ： ① 交厏ணட危や実ౚ報卪危に団体の活動ೄ費৸てが卌ൗされているが、補助সがどの活動や
ೄ費に充当されているか卌ൗされていない補助সがある。

87 岸和田市஗業振興対北事業補助সٹ
（岸和田市果樹振興会）（①）

透明性が確保されていない

公সの使途として適当でない経費に充てられている。

該当補助স（一୻）該当
補助স

公益性・公平性が高い補助となっていない。

15

現状分析分類

団体補助となっており、補助সの交厏基準が勘明確、補助する活動が勘明
確、団体の活動の活性化につながっていない、活動に対する補助でないた
ी、団体のঽয়が༛害されている。

補助ু১のৄ直しの余地があり、補助効果の最大化が௕られていない。

9

9

分類毎の傾向・特徴

会費厓ো、余๪স、イঋথॺの厴匎厄ྼは出店厄等の厓োにより活動の財源
を生み出す余地があり、補助額が適当でない。

జ৐からড়৑の厴োが஋ா的であり、公の関ଖ厎合が匬っている。もしくは
無くなっている。

類似の補助সྼは市の厇北がோ厪し、ତ৶が必要である。

活動の変ಌにより、より大ऌな効果が期ୄでऌる。

শ期৑にநり、৊内卣で補助সが交厏されているたी、社会午厕の変化によ
り、所期の目的にも変化があり、効果が薄れている。

補助の目的、補助により୸成しよअとする目的が勘明確である。

国や府、ড়৑活ৡ、団体ঽମの印ৡなどと、市の関ଖのংছথ५が適当でない。

実ౚ報卪危や๣厏ৱ厄から活動内卣や使途が確卉でऌない。

被補助団体が、別の団体に再補助している。

交厏された補助সが、公সの使途として勘適当な経費や団体等の運営に係る
一ಹଵ৶経費に充当されている。（対଴となる経費等は匚റ）

国や府など、市以外の団体からの補助があり、市が上乗せして補助する必要
性が଩い。たटし、১൅などで、市が合ॎせて補助する຺が規定されている
場合を除く。

会費厓োや余๪সなどのঽ勢財源で活動が參印であり、補助の必要性は଩
い。もしくは必要性がない。【(4)】基準は以下のとおり
೅以上の೷௭や他会گढ़ফ連勸して、補助額のگ、補助対଴団体の厓支にٲ
計（特別会計など）への支出が発生している。
。೅以上の内部೏保を卻しているڱ補助対଴団体が、補助額のٲ

資料２
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１１１１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

補助金、負担金等適正化委員会（以下「委員会」という。）は、平成 30 年●月●日

付で市長から「補助金等のあり方・方向性」についての諮問を受け、●回の会議を開

催し、慎重な審議を行ってきた。 

委員会においては、これまで岸和田市が交付してきた補助金等の経緯や、岸和田市

の置かれている厳しい財政状況とそれに対応するための計画（岸和田市財政再建プラ

ン）の内容などを念頭に置き、議論を進めることとした。 

また、岸和田市には、まちづくりの基本となる自治基本条例が定められており、こ

れまで築き上げてきた市民、事業者、行政による協働のまちづくりの精神を土台とし

た議論とすることも心掛けてきた。 

これらを踏まえ、委員会では、補助の対象とする事業の内容を誰もが十分に把握で

きる状況とした上で、その補助について公正、公平であると認められるものであるほ

か、補助団体がより自主的に活発な活動を実施することが可能となるもの、補助金の

効果がより大きくなるものなどといった基準の整備が必要であると考えた。 

この提言書は、会議の中で出された様々な意見を集約し、補助金等の適正化に向け

必要な方策をより具体的にしたものである。岸和田市が行おうとする補助金等の抜本

的な見直し及び適正化に活用できる基準として、提言する。 

 

 

年  月  日 

 

 

岸和田市補助金、負担金等適正化委員会 

委員長 足立 泰美 
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２２２２    基本原則基本原則基本原則基本原則    

補助金等を交付する場合には、その位置づけ、役割などを十分に理解し、以下の基

本原則に従うこととする。 

①公益性 

補助の目的及び効果が、市民の福祉の向上に寄与するものであるとともに、特

定の者への利益の供与にとどまらず、広く公益の増進につながるものであること。 

②有効性 

補助の目的及び効果が、市民ニーズに対応するとともに、市が推進する施策の

実現に資するものであること。費用対効果が十分に認められるものであること。 

③公平性 

同種同等の事業を実施する団体等の間で、補助金交付の有無や補助額の設定な

ど、補助制度の運用における公平性を確保すること。 

④適格性 

補助の内容が、補助団体の活動に直結し、活動の活性化につながるものである

こと。また、その使途が、広く市民の理解を得られるものであること。 

⑤透明性 

補助内容、補助団体などが広く市民の目に触れ、補助金の透明性が十分に担保

されたものであること。 
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3333    現状分析現状分析現状分析現状分析    

補助金等の見直しに向けた対応策を検討するため、現に岸和田市で交付されている

補助金等の現状を分析、分類し、そこから見える課題に対する見直しの方向性を検討

します。 

【現状分析分類】 

（１）公益性・公平性が高い補助となっていない。 

ア：団体補助となっており、補助金の交付基準が不明確、補助する活動が不明

確、団体の活動の活性化につながっていない、活動に対する補助でないた

め、団体の自立が阻害されている。 

（２）補助手法の見直しの余地があり、補助効果の最大化が図られていない。 

ア：補助の目的、補助により達成しようとする目的が不明確である。 

イ：長期間に渡り、同内容で補助金が交付されているため、社会情勢の変化に

より、所期の目的にも変化があり、効果が薄れている。 

ウ：活動の変更により、より大きな効果が期待できる。 

エ：類似の補助金又は市の施策が存在し、整理が必要である。 

（３）国や大阪府、民間活力、団体自身の能力などと、市の関与のバランスが適

当でない。 

ア：従前から民間の参入が積極的であり、公の関与割合が減っている。もしく

は無くなっている。 

イ：会費収入や余剰金などの自主財源で活動が可能であり、補助の必要性が低

い。もしくは必要性がない。 

   ウ：会費収入、余剰金、イベントの参加料又は出店料等の収入により活動の財

源を生み出す余地があり、補助額が適当でない。 

エ：国や大阪府など、市以外の団体からの補助があり、市が上乗せして補助す

る必要性が低い。ただし、法律などで、市が合わせて補助する旨が規定さ

れている場合を除く。 

（４）公金の使途として適当でない経費に充てられている。 

ア：交付された補助金が、公金の使途として不適当な経費や団体等の運営に係

る一般管理経費に充当されている。 
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（５）透明性が確保されていない。 

ア：被補助団体が、別の団体に再補助している。 

イ：実績報告書や添付資料から活動内容や使途が確認できない。 
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４４４４    見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性見直しの方向性等等等等    

前章で分類した現状分析から見えてくる課題に対し、見直しの方向性は以下のとお

りである。 

【見直しの方向性】 

（１）事業費補助を原則とする（関連する課題：（１）ア） 

   団体等の運営や育成又は活動全般に対して補助する「団体運営補助」は、

補助金の交付基準や交付対象事業及び経費が不明確となる。また、これに伴

い、補助効果の測定も不十分になることが多い。さらに、活動に対する補助

ではないため、補助団体の活動の活性化や自立を阻害する恐れがある。この

ため、団体等が実施する活動や事業に対して補助する「事業補助」を原則と

する。   

（２）補助目的、目標を明確化、具体化する（関連する課題：（２）ア） 

      補助の目的、目標は、事後に補助効果を測定し、その必要性・妥当性を検

証する際の基礎となるものである。このため、補助の目的等を明確且つ具体

的にし、補助要綱等に規定することとする。 

   なお、目的等については、市民の福祉の向上に寄与するものとなっている

か、市民ニーズに対応したものとなっているか、受益が特定のものに偏らず

広く市民に及ぶ内容となっているかという観点から十分に検証した上で設定

することとする。 

（３）補助効果を常に検証する（関連する課題：（２）イウエ） 

補助対象となる活動の手法や費用対効果を常に検証する。事前に設定した目

的、目標に対し、活動が有効なものであったか確認し、その結果に応じて、補

助金の継続可否の判断や補助対象となる活動や額等の見直しを行い、より効果

的な補助金への転換を図る。なお、当該補助金と類似の補助金又は市の施策が

存在する場合は、費用対効果の最大化を図るという観点から、それらも含めて

検証し、必要に応じて、補助金を統合する等の整理を行う。 

（４）社会情勢の変化に対応した補助とする（関連する課題：（３）ア） 

民間の参入が積極的になってきているなど、社会情勢の変化によって、特定

の活動に対して公が関与すべき度合いは変化する。このため、常に、補助対象

となる活動を取り巻く社会情勢の変化を的確に捉え、補助の必要性について検

証する。 
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（５）補助団体の財務状況を確認し、真に必要な補助に限定する（関連する課題：

（３）イウ） 

補助団体の財務状況を確認し、収入（会費収入、イベント出店料等）や余剰

金など、補助団体の自主財源で活動が可能である場合は、補助を減額、停止又

は廃止する。特に、以下①又は②に該当する場合は、原則、補助金を一旦停止

又は廃止する。 

①補助団体の収支に、３カ年連続して補助額の３倍以上の繰越や他会計（特

別会計など）への支出が発生している場合 

②補助団体が、補助額の５倍以上の内部留保を有している場合 

また、現に、自主財源が少ない又はない場合であっても、新たに生み出す余

地がある場合は、これに相当する補助額を減額する。 

（６）原則、市独自の上乗せ補助はしない（関連する課題：（３）エ） 

国や大阪府など、市以外の団体からの補助がある場合、原則市の上乗せ補助

は実施しないこととする（法律などで、市が合わせて補助する旨が規定されて

いる場合は除く）。ただし、市として特に推進すべき政策分野である場合又は

本市の地域特性や状況などを踏まえ市が上乗せして補助する必要性がある場

合など、その必要性が認められる場合は除く。 

（７）補助対象経費を限定する（関連する課題：（４）ア） 

公金の使途として不適切な経費や団体等の運営に係る一般管理経費は補助

対象としない。具体的な経費は以下のとおりとする。 

★団体維持に係る経費（事務所職員人件費、主たる事務所の賃料及び光熱水

費など） 

★交際費    ★慶弔費    ★飲食費・懇親会費    ★積立金  

★視察研修費・研究費（事業・活動に直接的な効果を及ぼすと認められるも

のを除く。ただし、直接的な効果が認められる場合であっても、視察中の

飲食費等は除く。） 

★他団体への会費、負担金及び補助金等（活動実施に直接的に関連するもの

を除く。）  

★過度な贈答品・記念品 

★その他社会通念上公金で賄うことが相応しくないもの 

（８）原則、再補助は禁止する（関連する課題：（５）ア） 

透明性の確保のため、補助団体による他団体への再補助は、原則認めない。
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ただし、多数の類似団体が実施する同様の事業に再補助している場合で、市が

直接補助することにより手続きが極めて煩雑となり現実的に困難である場合

は除く。なお、その場合であっても、直接補助と同様に適正な補助のあり方を

遵守することとする（現状分析分類の（１）から（５）のに該当しないことと

する）。 

（９）補助対象事業及び経費等を明確にする（関連する課題：（５）イ） 

補助要綱等において補助対象事業等を明確にするとともに、実績報告書や添

付資料で、補助金が充当されている事業及び経費等を明確化する。 

（10）適切な費目に見直す（関連する課題：全体） 

本来市が実施主体となるべき又は実施すべき事業については、補助金ではな

く負担金や委託料として支出するのが適切であり、これらを補助金として支出

している場合は適切な費目に見直すこととする。 

以上の「見直しの方向性」により課題解決を図ると同時に、より一層基本原則に則

った補助金への転換を図るため、併せて以下の制度等の導入も検討されたい。    

（１）インセンティブ方式の導入 

   補助の有効性をより一層高めるため、補助金の算定額を補助対象事業の活

動又は成果実績に応じて変動させる、インセンティブ方式を導入する。補助

対象事業費及び経費の額に応じて補助額を算定する従来の方式とインセンテ

ィブ方式を組み合わせるなど、補助対象となる事業の特性に応じて、補助金

ごとに適切な算定方法を選択する。なお、算定基準は予め補助要綱等に規定

しておくこととする。 

（２）サンセット方式の導入と定期的な見直し 

   全ての補助金について、あらかじめ制度の終期を補助要綱等で明示する、

サンセット方式を導入する。終期にあわせて、補助金の継続可否も含めた見

直し及び適正化を図る。なお、社会情勢や本市の財政状況の変化を踏まえ定

期的に見直しを図るため、終期の設定は３～５年程度とする（法令等で終期

が定められている場合は除く）。 
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（３）提案公募型補助金の導入 

      補助金の有効性及び公平性をより一層高めるため、団体等から事業又は活

動の提案を広く求める、提案公募型補助金を導入する。補助目的を達成する

ための活動手法や担い手が多ければ多い程、導入効果が期待できる。さらに、

提案公募型補助金の導入は、より多くの団体等のまちづくりへの参画機会を

生み出すことにつながるため、岸和田市が目指す「市民自治都市の実現」に

も寄与するものと考えられる。なお、公募にあたっては、市ホームページ及

び広報等を活用して十分な周知に努めることとする。 
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５５５５    おおおおわりにわりにわりにわりに    

本提言書を踏まえ、岸和田市としての補助金等のあり方・方向性に関する考え方を

整理したうえで、３年を目途に全ての補助金等の見直し及び適正化を図られたい。な

お、個別の補助金等の見直し及び適正化にあたっては、市の財政状況及び岸和田市が

進めてきた協働のまちづくりにおける補助金の役割や経過等を踏まえ、存続か廃止と

いった二者択一の単純な議論ではなく、課題の見直しによる補助金の転換や統合など

をはじめ、様々な選択肢の中から最適な結論に達するよう検討されたい。 

 


